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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 831,545 1,290,716

売掛金 36,426 127,104

有価証券 700,586 200,000

たな卸資産 68,944 －

商品及び製品 － 74,918

仕掛品 － 15,566

原材料及び貯蔵品 － 12,707

その他 68,303 39,382

貸倒引当金 △499 △32

流動資産合計 1,705,308 1,760,363

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 23,649 19,382

機械装置及び運搬具（純額） 1,580 896

工具、器具及び備品（純額） 178,486 94,774

リース資産（純額） － 140

有形固定資産合計 ※  203,715 ※  115,193

無形固定資産 24,000 26,957

投資その他の資産   

投資有価証券 104,761 115,267

その他 33,015 26,128

投資その他の資産合計 137,777 141,395

固定資産合計 365,493 283,546

資産合計 2,070,801 2,043,910

─ 87 ─



(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,105 2

1年内返済予定の長期借入金 － 7,992

未払金 135,689 88,663

未払法人税等 4,533 5,619

その他 126,889 66,541

流動負債合計 269,216 168,818

固定負債   

長期借入金 － 70,010

繰延税金負債 － 3,817

長期リース資産減損勘定 12,389 －

固定負債合計 12,389 73,827

負債合計 281,605 242,645

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,964,570 2,125,632

資本剰余金 513,787 673,100

利益剰余金 △682,869 △998,266

株主資本合計 1,795,488 1,800,465

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,110 5,578

為替換算調整勘定 △5,183 △4,779

評価・換算差額等合計 △6,293 798

純資産合計 1,789,195 1,801,264

負債純資産合計 2,070,801 2,043,910

─ 88 ─



②【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 499,570 687,013

売上原価 122,990 215,768

売上総利益 376,579 471,244

販売費及び一般管理費 ※1  672,844 ※1  815,523

営業損失（△） △296,264 △344,278

営業外収益   

受取利息 6,289 3,633

有価証券売却益 － 1,074

その他 1,096 1,044

営業外収益合計 7,386 5,751

営業外費用   

支払利息 128 300

株式交付費 8,398 8,563

株式公開費用 36,588 －

為替差損 10,762 2,323

その他 1,856 77

営業外費用合計 57,735 11,264

経常損失（△） △346,614 △349,791

特別利益   

受取補償金 － 43,744

特別利益合計 － 43,744

特別損失   

固定資産除却損 ※2  346 ※2  22

減損損失 ※3  94,417 ※3  6,983

移転費用 ※4  60,657 －

特別損失合計 155,421 7,006

税金等調整前当期純損失（△） △502,035 △313,053

法人税、住民税及び事業税 1,004 2,344

法人税等合計 1,004 2,344

当期純損失（△） △503,039 △315,397
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,521,700 1,964,570

当期変動額   

新株の発行 442,870 161,062

当期変動額合計 442,870 161,062

当期末残高 1,964,570 2,125,632

資本剰余金   

前期末残高 73,567 513,787

当期変動額   

新株の発行 440,220 159,312

当期変動額合計 440,220 159,312

当期末残高 513,787 673,100

利益剰余金   

前期末残高 △179,829 △682,869

当期変動額   

当期純損失（△） △503,039 △315,397

当期変動額合計 △503,039 △315,397

当期末残高 △682,869 △998,266

株主資本合計   

前期末残高 1,415,438 1,795,488

当期変動額   

新株の発行 883,090 320,374

当期純損失（△） △503,039 △315,397

当期変動額合計 380,050 4,977

当期末残高 1,795,488 1,800,465
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 20,481 △1,110

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21,591 6,688

当期変動額合計 △21,591 6,688

当期末残高 △1,110 5,578

為替換算調整勘定   

前期末残高 － △5,183

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,183 403

当期変動額合計 △5,183 403

当期末残高 △5,183 △4,779

評価・換算差額等合計   

前期末残高 20,481 △6,293

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26,774 7,091

当期変動額合計 △26,774 7,091

当期末残高 △6,293 798

純資産合計   

前期末残高 1,435,920 1,789,195

当期変動額   

新株の発行 883,090 320,374

当期純損失（△） △503,039 △315,397

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26,774 7,091

当期変動額合計 353,275 12,068

当期末残高 1,789,195 1,801,264
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △502,035 △313,053

減価償却費 52,553 102,532

減損損失 94,417 6,983

貸倒引当金の増減額（△は減少） 499 △467

受取利息 △6,289 △3,633

支払利息 128 300

有価証券売却損益（△は益） － △1,074

受取補償金 － △43,744

固定資産除却損 346 22

株式交付費 8,398 8,563

株式公開費用 36,588 －

移転費用 60,657 －

リース資産減損勘定の取崩額 △11,436 －

売上債権の増減額（△は増加） 26,045 △91,184

たな卸資産の増減額（△は増加） △23,068 △34,127

仕入債務の増減額（△は減少） 2,170 △1,819

未払金の増減額（△は減少） △17,961 △49,586

前受金の増減額（△は減少） 59,323 △59,728

その他 △18,216 14,477

小計 △237,879 △465,537

利息の受取額 5,416 3,203

利息の支払額 △142 △356

移転費用の支払額 △33,447 －

補償金の受取額 － 43,744

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,621 △657

営業活動によるキャッシュ・フロー △267,673 △419,603

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △200,000

有価証券の売却による収入 － 201,074

有形固定資産の取得による支出 △183,662 △13,976

無形固定資産の取得による支出 △18,848 △8,160

差入保証金の差入による支出 △12,260 －

差入保証金の回収による収入 897 6,049

定期預金の預入による支出 △100,000 △115,521

定期預金の払戻による収入 － 214,399

投資活動によるキャッシュ・フロー △313,874 83,864
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 80,000

長期借入金の返済による支出 △25,000 △1,998

株式の発行による収入 874,691 314,822

株式公開費用の支出 △36,588 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 813,102 392,824

現金及び現金同等物に係る換算差額 △451 1,498

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 231,102 58,583

現金及び現金同等物の期首残高 1,201,029 1,432,132

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,432,132 ※  1,490,716
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年12月31日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 803,545 1,262,560

売掛金 ※1  35,355 ※1  127,346

有価証券 700,586 200,000

製品 48,725 －

商品及び製品 － 74,623

原材料 9,875 －

仕掛品 7,613 15,566

貯蔵品 2,534 －

原材料及び貯蔵品 － 12,707

前払費用 43,232 32,689

未収入金 21,059 －

その他 ※1  9,929 3,216

貸倒引当金 △499 △32

流動資産合計 1,681,958 1,728,678

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 112,001 115,751

減価償却累計額 ※2  △88,352 ※2  △96,369

建物附属設備（純額） 23,649 19,382

機械及び装置 19,801 19,301

減価償却累計額 ※2  △18,221 ※2  △18,405

機械及び装置（純額） 1,580 896

工具、器具及び備品 382,589 392,614

減価償却累計額 ※2  △204,669 ※2  △298,302

工具、器具及び備品（純額） 177,919 94,312

リース資産 － 13,993

減価償却累計額 － ※2  △13,853

リース資産（純額） － 140

有形固定資産合計 203,149 114,731

無形固定資産   

商標権 585 490

ソフトウエア 13,558 26,335

ソフトウエア仮勘定 9,724 －

電話加入権 131 131

無形固定資産合計 24,000 26,957

投資その他の資産   

投資有価証券 104,761 115,267

関係会社株式 42,580 42,580

長期前払費用 13,405 12,289

差入保証金 19,502 13,453

投資その他の資産合計 180,250 183,590

固定資産合計 407,399 325,279

資産合計 2,089,358 2,053,957
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年12月31日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,608 2

1年内返済予定の長期借入金 － 7,992

未払金 ※1  136,836 ※1  87,167

未払費用 989 237

未払法人税等 4,533 5,619

前受金 59,728 －

預り金 66,071 66,141

流動負債合計 269,767 167,159

固定負債   

長期借入金 － 70,010

繰延税金負債 － 3,817

長期リース資産減損勘定 12,389 －

固定負債合計 12,389 73,827

負債合計 282,156 240,986

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,964,570 2,125,632

資本剰余金   

資本準備金 513,787 673,100

資本剰余金合計 513,787 673,100

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △670,045 △991,340

利益剰余金合計 △670,045 △991,340

株主資本合計 1,808,312 1,807,392

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,110 5,578

評価・換算差額等合計 △1,110 5,578

純資産合計 1,807,202 1,812,970

負債純資産合計 2,089,358 2,053,957

─ 128 ─



②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高   

製品売上高 ※1  476,745 ※1  630,276

商品売上高 6,500 3,500

売上高合計 483,245 633,776

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 25,439 48,725

当期製品製造原価 144,027 244,923

合計 169,466 293,649

他勘定振替高 6,941 8,981

製品評価損 1,468 －

製品期末たな卸高 48,725 74,623

製品売上原価 115,266 210,044

商品売上原価   

商品期首たな卸高 － －

当期商品仕入高 4,550 2,975

合計 4,550 2,975

商品期末たな卸高 － －

商品売上原価 4,550 2,975

売上原価合計 119,816 213,019

売上総利益 363,429 420,756

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  646,732 ※2, ※3  770,874

営業損失（△） △283,302 △350,118

営業外収益   

受取利息 3,104 1,388

有価証券利息 2,881 2,110

有価証券売却益 － 1,074

助成金収入 550 －

その他 546 1,044

営業外収益合計 7,082 5,617

営業外費用   

支払利息 128 300

株式交付費 8,398 8,563

株式公開費用 36,588 －

支払手数料 1,345 －

為替差損 11,109 2,245

その他 － 77

営業外費用合計 57,570 11,187

経常損失（△） △333,790 △355,688
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

特別利益   

受取補償金 － 43,744

特別利益合計 － 43,744

特別損失   

固定資産除却損 ※4  346 ※4  22

減損損失 ※5  94,417 ※5  6,983

移転費用 ※6  60,657 －

特別損失合計 155,421 7,006

税引前当期純損失（△） △489,211 △318,950

法人税、住民税及び事業税 1,004 2,344

法人税等合計 1,004 2,344

当期純損失（△） △490,215 △321,294
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,521,700 1,964,570

当期変動額   

新株の発行 442,870 161,062

当期変動額合計 442,870 161,062

当期末残高 1,964,570 2,125,632

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 73,567 513,787

当期変動額   

新株の発行 440,220 159,312

当期変動額合計 440,220 159,312

当期末残高 513,787 673,100

資本剰余金合計   

前期末残高 73,567 513,787

当期変動額   

新株の発行 440,220 159,312

当期変動額合計 440,220 159,312

当期末残高 513,787 673,100

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △179,829 △670,045

当期変動額   

当期純損失（△） △490,215 △321,294

当期変動額合計 △490,215 △321,294

当期末残高 △670,045 △991,340

利益剰余金合計   

前期末残高 △179,829 △670,045

当期変動額   

当期純損失（△） △490,215 △321,294

当期変動額合計 △490,215 △321,294

当期末残高 △670,045 △991,340

株主資本合計   

前期末残高 1,415,438 1,808,312

当期変動額   

新株の発行 883,090 320,374

当期純損失（△） △490,215 △321,294

当期変動額合計 392,874 △920

当期末残高 1,808,312 1,807,392
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 20,481 △1,110

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21,591 6,688

当期変動額合計 △21,591 6,688

当期末残高 △1,110 5,578

評価・換算差額等合計   

前期末残高 20,481 △1,110

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21,591 6,688

当期変動額合計 △21,591 6,688

当期末残高 △1,110 5,578

純資産合計   

前期末残高 1,435,920 1,807,202

当期変動額   

新株の発行 883,090 320,374

当期純損失（△） △490,215 △321,294

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21,591 6,688

当期変動額合計 371,282 5,768

当期末残高 1,807,202 1,812,970
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平成21年３月23日
 
カルナバイオサイエンス株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているカルナバイオサイエンス株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、カルナバイオサイエンス株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

 

取締役会 御中

監査法人トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  寺  田  勝  基  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  南  方  得  男  ㊞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成22年３月19日
 
カルナバイオサイエンス株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているカルナバイオサイエンス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、カルナバイオサイエンス株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  寺  田  勝  基  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  南  方  得  男  ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、カルナバイオサ

イエンス株式会社の平成21年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統

制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、カルナバイオサイエンス株式会社が平成21年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有

効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成21年３月23日
 
カルナバイオサイエンス株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているカルナバイオサイエンス株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第６期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、カルナバイオサイエンス株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

 

取締役会 御中

監査法人トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  寺  田  勝  基  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  南  方  得  男  ㊞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成22年３月19日
 
カルナバイオサイエンス株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているカルナバイオサイエンス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第７期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、カルナバイオサイエンス株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

 

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  寺  田  勝  基  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  南  方  得  男  ㊞

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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当社代表取締役社長 吉野公一郎は、当社及び連結子会社（以下「当社グループ」）の財務報告に係る

内部統制を整備及び運用する責任を有しており、「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに

財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（企業会計審議会

平成19年２月15日）に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して内部統制を整備及び運用し、当社

グループの財務報告における記載内容の適正性を担保するとともに、その信頼性を確保しております。 

 なお、内部統制は、判断の誤り、不注意、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくなる場合

や当初想定していなかった組織内外の環境変化や非定型的な取引等には必ずしも対応しない場合等が在

り、固有の限界を有するため、その目的の達成にとって絶対的なものではなく、財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することが出来ない可能性があります。 

  

当社代表取締役社長 吉野公一郎は、平成21年12月31日を基準日とし、一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、当社グループの財務報告に係る内部統制の評価を実施い

たしました。 

 財務報告に係る内部統制の評価手続きの概要については、全社的な内部統制の整備及び運用状況を評価

し、当該評価結果をふまえ、評価対象となる内部統制の範囲内にある業務プロセスを分析した上で、財務

報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を選定し、当該統制上の要点について内部統制の基本的

要素が機能しているかを評価しました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲については、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から

必要な範囲を財務報告に係る内部統制の評価範囲とし、全社的な内部統制、及び決算・財務報告に係る業

務プロセスのうち、全社的な観点で評価することが適切と考えられるものについては、当社及び連結子会

社１社について評価の対象とし、関係者への質問、記録の検証等の手続きを実施することにより、内部統

制の整備及び運用状況並びにその状況が業務プロセスに係る内部統制に及ぼす影響の程度を評価いたしま

した。 

 また、業務プロセスについては、財務報告に対する金額的及び質的影響の重要性を考慮し、全社的な内

部統制の評価結果をふまえ、連結売上高を指標に、概ね２／３以上を基準として重要な事業拠点を選定

し、それらの事業拠点における、当社グループの事業目的に大きく関わり金額的重要性の高い勘定科目と

しての売上高、売掛金、仕入高、買掛金、未払金、棚卸資産、売上原価及び研究開発費に至る業務プロセ

スを評価の対象といたしました。さらに、個別に追加すべき評価範囲の対象として、重要な虚偽記載の発

生の可能性が高く、見積もりや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行

っている業務等に係る業務プロセスについても検討対象にいたしました。業務プロセスの評価について

は、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び

運用状況を自己評価並びに内部監査による独立的評価をすることによって、内部統制の有効性に関する評

価を行いました。 

  

上記の評価の結果、当社代表取締役社長吉野公一郎は、平成21年12月31日現在における当社グループの

財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしました。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】



該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年３月25日 

【会社名】 カルナバイオサイエンス株式会社 

【英訳名】 Carna Biosciences, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 吉野公一郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神戸市中央区港島南町一丁目５番５号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

 

 



当社代表取締役 吉野公一郎は、当社の第７期(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


	有価証券報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【沿革】
	３　【事業の内容】
	４　【関係会社の状況】
	５　【従業員の状況】

	第２　【事業の状況】
	１　【業績等の概要】
	２　【生産、受注及び販売の状況】
	３　【対処すべき課題】
	４　【事業等のリスク】
	５　【経営上の重要な契約等】
	６　【研究開発活動】
	７　【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３　【設備の状況】
	１　【設備投資等の概要】
	２　【主要な設備の状況】
	３　【設備の新設、除却等の計画】

	第４　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【自己株式の取得等の状況】
	３　【配当政策】
	４　【株価の推移】
	５　【役員の状況】
	６　【コーポレート・ガバナンスの状況等】

	第５　【経理の状況】
	１　【連結財務諸表等】
	２　【財務諸表等】

	第６　【提出会社の株式事務の概要】
	第７　【提出会社の参考情報】
	１　【提出会社の親会社等の情報】
	２　【その他の参考情報】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	監査報告書
	内部統制報告書
	確認書




